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補助金
小規模事業者および一定要件を満たす特定非営利活動法人（以下「小規模事業者等」という。）が今後
複数年にわたり相次いで直面する制度変更（働き方改革や被用者保険の適用拡大、賃上げ、インボイス導
入等）等に対応するため、小規模事業者等が取り組む「販路開拓等の取組の経費の一部」を補助することに
より、地域の雇用や産業を支える小規模事業者等の生産性向上と持続的発展を図ることを目的とする補助金。

本補助金事業は、持続的な経営に向けた経営計画に基づく、小規模事業者等の地道な「販路開拓等
の取組」や、あわせて行う「業務効率化の取組」を支援するため、

～小規模事業者持続化補助金（経済産業省施策）～

【一般型】締め切り：令和3年2月5日（消印有効） に募集あり。

原則５０万円を上限に補助（補助率：２／３ 特別枠3/4）
（創業（2020年1月以降創業）100万円が上限 +事業再開枠50万

円）

販路開拓等の取組・・・・ホームページを作り広告宣伝を行い予約受付する。チラシを作り広告宣伝
を行う

業務効率化の取組・・・・料理ロボットを入れる、販売管理システムを入れる、カウンター席を増やしお
客が増えるようにする。

この補助金は「採択型（＝計画を提出し選ばれた会社のみが利用できる）」の補助金です。



～小規模事業者持続化補助金（経済産業省施策）～

◆計画の作成や販路開拓等の実施の際、商工会議所の指導・助言を受けられ
ます。

◆申し込み受付窓口は商工会議所、商工会となります。（郵送、電子申請）
◆小規模企業の定義・・・従業員が サービス業・商業 5名以下 その他 20名
以下

（令和2年度の特例）
◆また、今回の公募にあたっては、政策上の観点から、

①新型コロナウイルス感染症により経営上の影響を受けながらも販路開拓等に取り組む事業
者

②賃上げに取り組む事業者
③計画的に事業承継に取り組む事業者
④経営力の向上を図っている事業者（経営力向上計画）
⑤地域の特性・強みを生かして高い付加価値を創出し、地域経済への影響力が大きく、その
担い手となりうる事業に取り組むことが期待される企業として経済産業省が選定した事業者
等

⑥過疎地域という極めて厳しい経営環境の中で販路開拓等に取り組む事業者



～小規模事業者持続化補助金（経済産業省施策）～

➢経費として認められる費目

①機械装置等費、②広報費、③展示会等出展費、

④旅費、⑤開発費、⑥資料購入費、⑦雑役務費、

⑧借料、⑨専門家謝金、⑩専門家旅費、

⑪設備処分費、⑫委託費、⑬外注費

（推奨されるパターン）

➢ホームページのリニューアルのための製作費・ライティング費・問い合わせページシステム
構築費

➢ホームページを維持していくための運用委託費

➢インターネット広告やチラシなどの広告宣伝費

+ （たとえば店舗型であれば）

➢席を増やすための改装工事費

➢業務効率化をするための、顧客管理システム
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小規模事業者持続化補助金特別枠

業種別ガイドライン※に基づいた感染拡大予防のために行う感染防止対策の取
組費用の補助

◆「事業再開枠」（50万円）
【事業再開枠の経費助成対象】

⚫ 消毒設備（除菌剤の噴霧装置、オゾン発生装置、紫外線照射機等）の購入、消毒作
業の外注、消毒液・アルコール液の購入

⚫ マスク・ゴーグル・フェイスシールド・ヘアネットの購入

⚫ 清掃作業の外注、手袋・ゴミ袋・石けん・洗浄剤・漂白剤の購入

⚫ アクリル板・透明ビニールシート・防護スクリーン・フロアマーカーの購入、施工

⚫ 換気設備（換気扇、空気清浄機等）の購入、施工

⚫ クリーニングの外注、トイレ用ペーパータオル・使い捨てアメニティ用品の購入、従業員指導等
のための専門家活用、体温計・サーモカメラ・キーレスシステム・インターホン・コイントレー・携
帯型アルコール検知器の購入

⚫ ポスター、チラシの外注・印刷費（従業員又は顧客に感染防止を呼びかけるものに限る）

※消耗品（下線）は、２０２０年５月１４日以降補助対象期限までに購入及び使用し
たものに限ります。なお、「受払簿（任意様式）」等によって、購入日、購入量、使用日、使用
量等を管理する必要があります。



補助金の対象となる事業期間

交付決定後に行った施策のみが対象です。

交付決定日から令和3年11月30日までに終了し（経費の支払いを
含む）、令和3年12月10日までに支給申請
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この間に施策実施
発注～導入～支払まで

※既支出不可
※支払いまで終える

計画策定費用
着手金 5万円 成功報酬 15％（交付決定時）



小規模事業者持続化補助金

融資もしっかり利用しながら

着実に利用していきましょう

首里社会保険労務士法人より


